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1　高等学校における就業体験
　1998年4月18より施行された「学校教育法施行規則の一部を改正する省令」（学校教育施行
規則63条4）により「ボランティア活動その他の縦続的に行われる活動（当該生徒の在学する
高等学校の教育活動として行われるものを除く。）に係る学修で文部大臣が別に定めるもの」
（学習による単位授与の特例）にも単位が認定されることになり，ボランティア活動，就業体
験，その他これに類する活動をはじめ学校外での学習によって単位取得ができる道が拡大され
た。
　1999年には，職業安定法が改正され，それまでの25条は「③　公共職業安定所は，学生生徒
等に対する職業指導を効果的かつ効率的に行うことができるよう，学校その他の関係老と協力
して，職業を体験する機会の付与その他の職業の選択についての学生又は生徒の関心と理解を
深めるために必要な措置を講ずるものとする。」が加筆されて26条（学生生徒等の職業紹介等）
となった。
　2001年に学校教育法の一部が改正され，第18条の2「小学校においては，前条各号に掲げる
目標の達成に資するよう，教育活動を行うに当たり，児童の体験的な学習活動，特にボラソテ
ィア活動など社会奉仕体験活動，自然体験活動その他の体験活動の充実に努めるものとする。
この場合において社会教育関係団体その他の関係団体及び関係機関との連携に十分配慮しなけ
ればならない。」（中学・高校にも準用）が加えられた。
　2003年から施行された高等学校学習指導要領の総則第1款4は「学校においては，地域や学
校の実態等に応じて，就業やボランティアにかかわる体験的な学習の指導を適切に行うように
し，勤労の尊さや創造することの喜びを体得させ，望ましい勤労観職業観の育成や社会奉仕
の精神の酒養に資するものとする。」とし，卒業に必要な修得総単位数は80単位以上から74単
位以上（総則第2款1）になり，必修教科・科目の単位数も，最低38単位から31単位（総則第
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3款1）に縮減された。このように，卒業までの学習時間帯が大幅に少なくなり，他方で，学
校外での「就業体験」を単位認定することを可能にした。
　また，「職業教育に関して配慮すべき事項」（総則第6款4）として「（3）学校においては，地
域や学校の実態，生徒の特性，進路等を考慮し，就業体験の機会の確保について配慮するもの
とする。」とし「職業に関する各教科・科目については，就業体験をもって実習に替えること
ができる」（総則第6款4（4）ア）としている。さらに，新しく創設された「総合的な学習の時
間」（卒業までに105～210単位時間を標準）は「自然体験やボラソティア活動，就業体験など
の社会体験…」（総則第4款6（2））を積極的に取り入れる，としており，また「学校設定教科」
として，どの学校でも設けられることになった「産業社会と人間」でも「就業体験等の体験的
な学習や調査・研究などを通して」（総則第2款5（2））指導するとしている。そして，第4章
特別活動では，rA．ホームルーム活動」，　rB．生徒会活動」，　rC．学校行事」すべての領域で「ボ
ランティア活動」，「社会奉仕」への理解と参加を位置づけている。このように，「ボランティ
ア活動」，「就業体験」は，積極的に高等学校教育に導入された。
　他方，2000年，教育改革国民会議報告「教育を変える17の提案」（2000．12．22）は「奉仕活
動を全員が行うようにする」として，次のように「提言」している。「小・中学校では二週間，
高校では一か月間，共同生活などによる奉仕活動を行う。」そして「将来的には，満18歳後の
青年が一定期間，環境の保全や農作業，高齢者介護など様々な分野において奉仕活動を行うこ
とを検討する。学校，大学，企業，地域団体などが協力してその実現のために，速やかに社会
的な仕組みをつくる。」としている。
　そして「職業観，勤労観を育む教育」については，「中学，高校，高等専門学校，大学など
では進路指導の専門家（キャリア・アドバイザー）を積極的に配置し活用する。職業能力の向
上を図る観点から，ものづくり教育，職業教育や起業家精神の酒養のための教育内容を充実す
る。また，職場見学，職業体験，インターソシップ（就業体験）などの体験学習を積極的に実
施する。実践的技術者の養成機関である高等専門学校や専門高校，専修学校における職業教育
もさらに充実させる。高校生が幅広くものづくりに親しみ，自らの進路を考えることができる
よう，高校の総合学科の設置を格段に促進する。」としている。
　また，2004年，中央教育審議会は「青少年の奉仕活動・体験活動の推進方策等について（答
申）」（2004．7．29）を発表しており，その中では「新たな『公共』」を提起しているが，この新
たな「公共」を担う「奉仕活動」として，「高齢者・障害者・子どもたちへの支援活動，子育
て支援」，「いじめ110番などの相談活動，図書館・博物館等でのボランティア」，「r総合的学習
の時間』等の学校の活動の指導者・協力者，場の提供等」，「花いっぱい運動，町の清掃，都市
と農村の交流」，「震災・風水害被害復旧支援，災害ボランティア」などを挙げており，その中
で「学校内外における奉仕活動・体験活動」になるとさらに拡大して「社会奉仕体験活動，自
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然体験活動，職業体験活動など様々な体験活動」として「職業体験」もその領域に加わる。
　また，「奉仕活動・体験活動の概念」は「新たな『公共』に寄与する活動，具体的には，自
分の時間を提供し，対価を目的とせず，自分を含め他人や地域，社会のために役立つ活動を可
能な限り幅広くとらえ，こうした活動全体を幅広くr奉仕活動』と考えることとしたい。ただ
し，言葉として，広く一般に定着していると考えられる場合など，『ボランティア』，『ボラソ
ティア活動』という用語を用いることがよりふさわしい場合には，そのまま『ボランティア』
『ボランティア活動』としても用いることにする。」とし，「自発性」について，特に学校教育
では，「自発性は活動の要件でなく活動の成果ととらえることもできる。」として自発性を積極
的には求められてはいない。そして，「『奉仕活動』，『ボランティア活動』とも，無償性が強調
されがちであるが，労働の対価とならない範囲で実費や謝金の支払いなど有償となる場合もあ
り得ると考えることができる。」としている。その体験活動事例としては「学校の周辺や駅前，
公園，河川や海岸等の清掃，空き缶回収，老人ホーム等福祉施設を訪問し話相手や手伝い，清
掃，交流」等と「生徒の希望を生かして地域の事業所や商店などでの職場体験，将来の進路に
ついて学ぶインターンシップ」としており，「奉仕活動」と「就業体験」が並列して挙げてい
る。このように「就業体験」は「奉仕活動」，「ボラソティア活動」と混在しながら学校教育に
導入されているω。
1　就業体験と奉仕活動の並列
　2004年4月，東京都教育委員会は「東京都の教育ビジョン」を発表しているが，その中で
「奉仕体験や勤労体験等を通して，他人に共感し，社会の一員であることを実感し，また，社
会に役立つ喜びや，勤労の大切さなど多くのことを体験的に学んでいく」として，ここでも，
「奉仕活動」と「勤労体験」が並列に置かれ，そのために「学校教育において，児童・生徒に
対して，長期の社会奉仕体験や勤労体験等を義務付けることも検討すべきである。」と提言し
ている。
　そして，2004年IL月「東京都教育委員会は2007年度から，すべての都立高校に「奉仕体験活
動」を必修教科として導入する方針を固めた。」と報じられた。その内容は，卒業に必要な一
単位（35時間）として設定し，このうち10時間を座学とし，残りの時間を障害者施設や老人福
祉施設での介助といった活動に充てる。「奉仕体験活動」は学習指導要領に教科としては位置
づけられていない。このため，各校が独自に設ける「学校設定教科・科目」として導入する。
都教委は導入の狙いについて「内容はボラソティア活動と変わらない。生徒がいろいろな人と
交流し，活動を通してより広いものの見方ができるようになることを期待する」とし「ボラン
ティア」でなく「奉仕」と呼ぶ理由について，「自主的・自発的に行うだけでなく，他教科と
一49一
同じく教育課程に組み入れて必修化するため」（2）と説明しているが，ここには，明らかに「ボ
ランティア」と「奉仕活動」の違い隠す詐術がある。
　このように，「奉仕活動」と「ボランティア」の差異を不明確にしているが，「ボランティア」
の語源はラテン語の「VOLUNTEER」で，ラテソ語の「VOLO」は英語の「WILL」で意志
を意味し，自ら何かをすることを意味するが，「奉仕」は一般的には「してあげる」という意
味があり，「ボランティア」と「奉仕活動」では，その意味することが異なる。
　その「ボラソティア」について，中野敏男は，現在の日本は，「国家の機能の重心を『社会
福祉』から政治一軍事的，経済的な『システム危機』への対応にぐっと移行させた，『システ
ム危機管理型国家』ともいうべき方向である。」とし，そのような国家で，本来自発的である
「ボラソティア」が，文部省のような，「市民社会が対峙するはずの国家システムを代表する位
置から，とりわけ精力的かつ組織的にボラソティア活動」が推進されている。この事は「国家
システムにとって，コストも安上がりで実効性の高いまことに巧妙な一つの動員のかたちであ
りうる。」そうであれば，「まず必要なのは，ボラソティア活動の，当の行為者にとっての意味
という問題と，それが現在の状況下で果たす社会的機能という問題とを，しっかり区別して考
えなければならないといことなのであろう。」としており，またボランティアの自発性につい
ては「『自発的』だからといってシステムから『自立』している」とはいえないし，「自発的な
ボランティアは，それの社会的機能から考えればむしろ無自覚なシステム動員への参加になり
かねない」（3）と指摘している。したがって，学校教育で進行している「奉仕活動」，「ボラソテ
ィア」の導入は，生徒たちの自発性に依拠した「ボラソティア」活動が，一定の意図のもとに
企画された「奉仕活動」へ収敏することは当然予測される。さらに，問題は，このような「ボ
ランティア活動」，「奉仕活動」の線上に「就業体験」が位置していることである。
　一般的に，労働には，有形の財をつくりだす生産労働と，直接には財をつくりださないサー
ビス労働がある。生徒の就業ということから考えれば，生産労働の体験も必要であるが，しか
し，現在の社会状況の中で「就業体験」は，主としてサービス労働に傾斜せざるを得ない。
　他方，高校生の「やってみたい」職業の調査結果（4）を見ると（すべて％），上位は，L洋菓
子職人（22．97），2．心理学者（21．04），3．美容師（20．81），4．雑誌記者（19．67），5．ミュー
ジシャン（18．91）で，反対に下位は，1．圧延工（0．38），紡織保全工（O．38），セメント生産
オペレーター（0．38），4．サッシエ（0．63），労働組合役員（0．63）などである。
　この調査結果から見えることは，身近に接する機会の多い職業やマスコミなどで目にするこ
とから，華やかなイメージを持ちやすい職業が上位に位置し，他方，下位には「○○工」など
のように日ごろ，ほとんど接触した事が無い職業があげられている。このようにサービス業労
働的な職種が上位に位置し，生産労働に関わる職業には関心が薄いことが分かる。したがっ
て，サービス労働中心の「就業体験」は，このような意識構造を，より定着される作用として
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働くであろう。
　杉村芳美は，かつて，医療，教育，福祉，家事などに関わるサービス労働は「社会集団・共
同社会の維持・存続に不可欠な活動として集団内・社会の地位と役割と深く結びついておこな
われてきた。」⑤が，現在では，医療産業，教育産業，福祉産業，家事代行産業などとして産
業化されている。そして，産業化されることによって，このようなサービス労働に内在してい
た，権威，尊敬，責任，感謝，献身，協同，歓喜などを剥奪し，代わりに，便利，効率，低
廉，迅速などがまつわりつき，それまでに「伝統，規範，道徳，習俗として集団・社会の内部
に維持されて，不変の価値，永続する基準として受けとめられてきたもの」が，現在は，これ
らの価値・基準に経済的価値をただ加えたのではなく，これらを御破算にしながらおこなわれ
てきたのである。」⑥と指摘している。したがって，本来「ボランティア活動」，「奉仕活動」
に内在している尊敬，責任，感謝，献身などの社会的価値と多くはサービス労働である「就業
体験」に内在する効率，低廉，迅速などの経済的価値とを混在させ，生徒に，その区分を隠蔽
してしまうであろう。
皿　就業体験と高校生のアルバイト
　就業体験は「職業実習」という名目で，すでに戦前にも試みているので，少し長くなるが，
そこでの問題点の指摘を見ることにする。「元来，職場，はそれがよく整へられてある限り，
職業人陶冶の場としては絶好の教育的環境である。その故は，職業上の知見は単なる手先の熟
練のみで得られるものではない。第一には，上司あり，先輩あり，同僚あり，競争者のある所
のその職業社会関連への意味のある体験的進入によって得られねばならぬ。第二にはその作業
が全経済機構と関連せしめられて，その価値が体得せられる必要がある。第三には，その作業
のみならず，それを取りまく所の一切の物への突き進みたる了解が成立せねばならぬ。即ち職
業実習によって，物理的には，物へのつき進みたる理解と，それを取扱ふ体験とを得，社会的
には全経済機構への関連と，そこにある人間の相互作用を体験し，又，観念的な価値からして
は，職業の科学的経済的，倫理的或は宗教的理解に到ることが期せらるべきである。この意味
に於いて，職業実習に於いては，実習なるが故を以って，決して特別取扱ひを受けてはなら
ぬ。勤務方法も賃銀も，すべて正当に定められ，支払はるべきである。…略…次に，本年は特
に勤労奉仕の作業が諸所で多く行われる事であろうが，これを職業実習に流用せられること
は，錯誤を来す基となりはしないか，その結果，両者共にその意義が不明瞭となり，その期す
る所が希薄になってはいけない。」⑦
　このような指摘がなされているが，この中で，注目するのは，まず，「職業実習」は，単な
る一時的な「職業実習」ではなく「勤務方法も賃銀も，すべて正当に定められ，支払はるべき
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である。」としている点と，もう一つは，「勤労奉仕」（8）を「職業実習」に「流用」することへ
の危惧であるが，ここでは，「就業体験」を「正当な勤務として扱う」ことについて検討する。
　この問題を高校生の現状から見れるときアルバイト問題を忌避してな考えられないのでアル
バイトについて検討する。ある青年（明治大学3年生）は，アルバイトについて「仕事を毎日
やることによる発見，責任感，スキルの向上など仕事の楽しみを知るいいきっかけになると思
う。身近で頑張っている大人を見ながら働くことはとてもプラスになると思う。稼ぐ喜び，お
客様などに喜んでもらう喜びそうした事を通じて職業観ばかりでなく仕事の楽しさというもの
が実感できるので高校生のバイトを学校で認めても良いのではないのかと思う。自分は高校時
代夏休みなど学校では校則違反だったが部活から帰ってから飲食店でパイトをしていた。いろ
んなミスもしたし，怒られもしたし，自分の甘も知ったけれどもそこの店長の『失敗したり，
恥じを掻くのは若いうちの特権だ。だから頑張って働きなさい。』という言葉は今でも忘れて
いない。」と語っている。
　このような高校生のアルバイトについて，全国高等学校PTA連合会の調査結果（9）によれば
rr完全禁止』としている学校はごくわずかで，ほとんどの学校が事実上容認し，雇う企業側も
必要な労働力として位置付けている」という。多くの学校が届け出制や許可制をとっていて，
「職業体験の意味や親の失業など経済的理由を抱えた生徒もいる現状から，学校もアルバイト
を認めざるを得ないことが浮き彫りになった。」という。
　「調査は，全国の公私立高校（普通，専門，総合，単位制の各高校）500校と高校生を雇って
いる事業所500社を対象に，2000年1月，「聞き取り形式」で実施。470高校と433社から回答を
得たが，校則では，▽「禁止」が25％（119校）▽「許可制」50％（234校）▽「届け出制」23
％（108校）で，このうち「禁止」している学校も「事情により許可する」がほとんどで，完
全禁止は470校中14校だった。特別に許可を与える「事情」では経済的な理由を考慮している
学校が最も多く，「許可制」の高校も「経済的理由を抱えている生徒がいるため」と答えたと
ころが33校と最多だった，という。
　生徒たちはアルバイトについて，「「働く意義が理解できる」（71％），「人間関係の大切さが
学べる」（60％）とプラス評価の一方で，「授業に集中できないことがあった」（50％），「成績
に影響があった」（49％），「部活動を休んだりやめたことがあった」（50％）など学校生活への
影響も指摘」しているという。
　このような，高校生のアルバイトについて1998年度就職問題協議会（99．2．16）で鹿嶋教科
調査官（当時）は「学校が子供たちや社会の変化に十分対応し切れていない側面がありはしな
いか。生徒に早い段階で働く機会が与えられること，働く意味を考える機会を与えられること
は必要ではないか」と述べ，文部省（現文部科学省）として主に専門高校での普及を提唱して
いる「イソターンシップ」制度の延長線上にアルバイト問題を位置付けたいと発言している（lo）。
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　また，鳥取県教育委員会は，高校生の望ましい職業観・勤労観を育成するため，これまで原
則として認めていなかったアルバイトについて方針を転換し，県教委が主体となって積極的に
体験させる取り組みを始めることを決めている。新たに取り組むアルバイト支援事業は，県教
委が生徒を引き受ける企業を責任を持って確保し，各高校を通じて紹介する仕組みで，夏や冬
の長期休暇中に一ヵ月間程度，週五～六日出勤して一日八時間程度働くことを想定している。
「特に条件は付けず，アルバイトをしたいと思う生徒には家族の同意の下でやらせる。」とし
て，学年や成績などは問わない考えだ，という（11）。
　このように，アルバイトを「就業体験」として位置付けることが検討課題になっているが，
確かに「アルバイトは企業にとっては一時の客であり，家族ではない。」したがって，「労働の
本質や，会社勤めの実態がつかめるとは思えない。職業意識など生まれようはずもない。」（12）
であろう。しかし，現在進行している「就業体験」は，さらにより「一時のお客」さんである。
したがって，アルバイトを「就職体験」として位置ずけることは意味があると考える。
　本来，職業教育は「さまざまの職業に関する現実，労働者の仕事に許される裁量権の程度，
労働条件や労働環境のようすなどを，r暗い』側面も含めて欺隔なく語らねばならない。」し
「その現実のなかでもノンエリートの若者たちがゆとり，仕事のやりがい，よりましな労働条
件など，継続的な職業生活に不可欠なものを獲得できるようなすべを示唆しなければならな
い。その職業の人びとが生活を守るために展開してきた運動の歴史や実例，今の若者たちには
疎遠になっている労働基準法，労働三権，労働の安全と衛生に関する現行の，またはあるべき
規制などがカリキュラムの必須の要素となるべきことはここにいうまでもない。」（13）のである
が，しかし，労働三権などの権利について学んでも，多くの青年が，その権利を行使すること
は難しい。それは，学校生活で校則などによって規制され，権利を行使するという体験がほと
んどなされていないことが主な理由である。たとえば高校生のオートバイ運転について，「憲
法13条が保障する国民の私生活における自由の一つとして，何人も原付免許取得をみだりに制
限禁止されないというべきである。」（高松高判1990．2。19）（14）としているし，「個人の髪型は，
個人の自尊心あるいは美的意識と分かちがたく結びつつき，特定の髪型を強制することは，身
体の一部に対する直接の干渉となり，強制されるものの自尊心を深く傷つける恐れがあるか
ら，髪型決定の自由が個人の人格価値に直結することは明らかであり」憲法13条の保障を受け
る，としている。（東京地判1991．6．21）（15）
　しかし，学校教育では校則の中の頭髪，服装の自由，表現の自由や思想信条の自由，あるい
はプライバシーといった権利は，学校，時には社会よるバターナリスティックないしモラリス
テイツクな干渉・介入があり青年が権利主張することを難しくしている。また，教師，生徒と
いう関係でも相対的に弱い立場にある生徒の学習権が保障されず，特に生徒の懲戒処分等をめ
ぐって学校から全く一方的に処分されることが多く，そこでは，生徒に対するインフォームド
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コソセプトなどは問題にされない。さらに，生徒が学校の決定に主体的にかかわることは，民
主主義や参加の問題と密接に関連しているが，生徒が，校則などの決定に関わるという課題も
全くといってよいほど不充分である。したがって，職業教育は，このような課題とも深く関わ
っている（16）。
1v　r進路指導」から「キャリア教育」への転換
　1927年，文部省訓令第20号「児童生徒ノ個性尊重及職業指導二関スル件」によって学校教育
に「職業指導」が導入された。戦後，1950年代から財界は教育について数多くの「提言」を発
表しはじめる。たとえば，日経連は50年代，「新教育制度の再検討に関する要望」（1952．10．
16），「当面の教育制度改善に関する要望」（1954．12．23），「新時代の要請に対応する技術教育
に関する意見」（1956．11．18）等を発表している。他方，高校進学率は1950年42．5％だったが，
1958年には53．7％と上昇した。
　そして，高度経済成長の前夜，1957年に日経連は「科学技術教育振興に関する意見」をまと
め，高校進学者の増加に伴って，進学指導も視野に入れて中央教育審議会答申「科学技術の振
興方策について」をまとめ，その中で「職業指導」ではなく「進路指導」とした。その後，
1958年に学習指導要領が改訂され，それまでの「職業指導」は「進路指導」に転換する。
　1995年，職業教育の活性化方策に関する調査研究会議は「スペシャリストへの道（最終報告）」
（1995．3．8）の中で「初等中等教育における職業教育は専門高校においてのみなされるべきも
の，という従来の認識を改め，職業教育はすべての人にとって不可欠な基礎的・基本的な教育
であり，小学校，中学校及び高等学校の普通科，総合学科（17）においても，各学校段階の子ど
もの発達段階に応じ，働くことの喜び，楽しさ，苦しさやその意義を学び，職業生活を送るた
めの基礎的な知識・技術の習得を図るともに，職業教育を生涯を通して適時に行なわれる教
育・学習として捉え直し一層の充実を図る必要がある。」と，小学校段階から勤労観・職業観
を育成し，生涯を通して学ぶとした。
　1998年，理科教育及び産業教育審議会は，「今後の専門高校における教育のあり方について
（答申）」（1998．7．23）をまとめているが，その中で，今日，「産業構造・就業構造の変化，科
学技術の高度化，情報化，国際化，小子高齢化等」の変化が今後も急速に進展すると予想され
るので，産業界が必要としている「専門的知識・技術の高度化」や「複合的産業の発展」に対
して現在のような「卒業後すぐに特定の分野産業に就職することを前提にした教育課程では，
社会のニーズや生徒の希望に十分対応できなくなっている。」ので，高校教育だけではなく生
涯にわたる専門能力の向上が必要であるとして「生涯教育」という視点で「卒業後職場や大学
等の教育機関において専門的能力を向上していくことが必要になっている。」としている。
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　このように，「進路指導」は，学校教育の中だけではなく，「生涯教育」として位置づけたこ
とは，「進路指導」を学校から一部「外部化」したともいえる。そして，1999年，中央教育審
議会答申「初等中等教育と高等教育との接続の改善について」（1999．12．3）で，それまでの
「進路指導」は，「キャリア教育」へと，さらに転換した。この転換は，それまで学校教育に依
存してきた「学校から仕事へ」（18）の接続を一部は社会が担うということであり，その過程の中
で「就業体験」が導入されたということであって，現在の進路指導が抱えている課題の根本的
解決にはならない（19）。
　2000年6月『平成12年版労働白書』はフリーター151万人と発表し，2003年5月r平成15年
度国民生活白書』にはフリーター417万人と発表した。2004年1月『キャリア教育の推進に関
する総合的調査研究協力者会議報告書一児童生徒一人一人の勤労観，職業観を育てるため
に一』でキャリア教育と進路指導の関係を明示し，キャリア教育を「従来の教育の在り方を幅
広く見直し，改革していくための理念とその方向性を示す。」とした。2004年9月『2004年版
労働経済白書』はニート52万人と発表し，2005年4月，キャリア教育実践プロジヱクト（文科
省）やキャリア教育プロジェクト（経産省）などの「若者自立・挑戦プラン」強化施策が打ち
出された。このように，いま「キャリア教育」は，フリーター，ニート問題と関わり，学校教
育に限定されない社会的な問題と位置づけられている。
　そのことは，当然，学校教育での生徒の進路に関する教育は変革が求められる。ではどのよ
うな教育が高等学校に求められるのだろうか（20）。
　かなり過去になるが，今村仁司は，1920年代のド・イッの労働者の労働経験の調査報告をベル
ギーの社会主義者アソリ・ドマソの『労働の喜び』から紹介しているので，少し見ることにす
る。
＊退屈な労働，低賃金，上司のしめつけ，出世競争の環境。しかし仲間とのつきあいがあると
きだけ苦痛が軽減する（鉄道労働者／男23歳）。＊低賃金，労働日の増加，休暇の減少，悪い衛
生状態。しかし独力で仕事をしたり，仲間と助けあうときに，苦痛が軽減する（鉄道労働者／
男34歳）。＊単調であるが，機械をつかう仕事は知的努力を要求するから満足がある。機械に
責任をもち，よい仕事をして責任を果たせるから。労働の喜びが生まれる要素は，よい仲間関
係，各人の仕事への相互的な人間的関心があること，上司とのよい人間関係，唄ったりおしゃ
べりする自由があること，ものを考える自由があることだと思う（機械工／男25歳）。＊単調な
労働，頭を使わない労働。上司を憎いと思う。階層構造の下層にいて，人間的評価を受けない
ことに不満を感じるからだ。対等な付き合いと，人間的威信を認めてもらいたいと期待する
（市役所の職員／男26歳）。＊単調で型にはまった労働。軍隊的組織で命令がきつい。仲間の連
帯はなく，誰もが上司に追従して，出世競争ばかりしている。個人の創意は認められない（消
防士／男34歳）。＊仕事（管理事務）が自分に任されているときには自由を感じるが，上司の監
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視と官僚機構に反発する。事務労働はまったく単調で嫌悪を感じるので，労働とは別の仕事，
例えば組合の仕事に満足を求めようとする（鉄道員／男24歳）（2D。このように，仕事の仲間か
ら評価されること，「他人による承認」が重要性であることは，今日でも何ら変わることはな
い。
　したがって，労働では人と人との関わりが重要であるが，今日の労働は，内山節が指摘する
ように「かつては労働はさまさまな関係のなかでおこなわれていた。たとえば農民の労働をみ
てみよう。この労働は，自然との関係，家族との関係，水管理や結（ゆい）などにみられた地
域との関係を基礎にし，さらに村を訪れる行商人や農具を直してくれる村の職人，さまざまな
仲買人など実に多くの人々と関係をとり結ぶことによって成り立っていた。」そして，「その関
係をとおして，人々は自分の労働が，どのような有用な役割をはたしているかを知ることがで
きたし，そこでの労働は，他の人に代替されることはできない自分の労働だということを，感
じとっていた。」しかし，「今日の労働は，労働におけるこのような関係性がみえなくなってい
る。その結果，社会における自分の役割がわからない労働に，私たちは従事しなければならな
くなった。」（22）
　他方，現代社会について上田紀行は，「近景」（個人，家族），「中景」（村・町，学校，会社），
「遠景」（国家）の3領域に区分し，いま，学校，会社などの「中景＝中間社会」が崩壊し，個
がむき出しにされている。この個がむき出しにされる社会は中間社会の支えを失ってしまい，
コミュニティーへの帰属意識が失われてしまう。したがって，どうしても，コミュニティーの
「再創造」が重要になると指摘している（23）。そして，田中夏子は，浸食力の強い市場の論理が
支配する現代社会で，「働き方」を見直すには，「自分の心身や身近なつながり（親密圏）を振
り返ったり，自分がやっていることが，企業や組織にとってではなく，その外の社会（公共空
間）にとってどんなプラスとマイナスの効果をもたらしている」（24）かを見ることで「『働き方』
の問い直しが浮上してくる」と「親密圏」の大切さを指摘している。
　これらの指摘から「キャリア教育」を見るとき，今，求められているのは，競争原理ではな
く相互に連帯し，人と人との関わりを何よりも重視するコミュニティーの再構成であり，ニー
ト問題で多くの論説が指摘する「コミュニケーショソ能力」を育てることが，今，学校や社会
に求められている。したがって，1937年に吉野源三郎が“君たちはどう生きるのか”（25）と問い
かけ，その中で，「生活に必要なものを得てゆくために，人間は絶えず働いて来て，その長い
間に，いつの間にか，びっしりと網の目のようにつながってしまったのだ。」ということから
「人間分子の関係，網の目の法則」の大切さを呼びかけているが，そのことは，今日，外国の
低賃金を利用して経済発展をするグローバル化の問題なども含めてこの「法則」はより重要性
を増しており，高等学校が担う進路に関する教育の原点であると考える（26）。
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〔注〕
（1）愛知県知多郡の中学校が，授業を欠席するなど問題行動のある二年生の女子生徒に，生活指導とし
　　てスーパーでの職場体験を紹介し，授業が行われる平日にスーパーで三日間働かせていたことが分
　　かった。この指導について愛知県教委は「学習から離れることになり望ましくない」と，待った，
　　をかけた。だが，識老からは有効である評価されていると報じられている。（『産経新聞』
　　2003．ll．24）このように「職場体験」を「出席停止」処分として代替されることは，1980年代，主
　　に中学校で校内暴力が席巻したときにも取られた「指導」であり，今後も予想される「指導」であ
　　るという点で，この問題は今後の一つの課題であろう。
（2）『朝日新聞』2004。ll．12
（3）中野敏男「ボランティア動員型市民社会論の弊害」『現代思想』1999．5
（4）『中学生・高校生の職業認知』日本労働研究機構2001年
（5），（6）杉村芳美『脱近代の労働観』ミネルヴァ書房1990年196頁
（7）桐原藻見「職場見学・職場実習」『職業指導』第ll巻第7号1938年7月号，なお，この号には，この
　　論文の他，林理一「職業指導と職業見学」，阿部勇吾「職業見学は如何にして実施するや」，二瓶眞
　　「職業指導と職業実習」，大野桂「夏期職業実習に関する一調査」などが掲載されており，職場実習
　　が重視されていることがうかがわれる。
（8）1937年「国民精神総動員運動」閣議決定され，「勤労体験」を通して「国体観念・国民的性格」を
　　「錬成」するということで神社清掃，軍人家族への手伝いを課し，さらに翌年，国家総動員法で「勤
　　労奉仕制度」が導入（文部省通達）され，「防空設備」「軍用品」「食料増産」などの「作業」に子ど
　　もたちが動員されたのが「勤労奉仕」であるから，現在の「奉仕活動」とは表層的には異なる。
（9）『毎日新聞』2000．4。28
（10）『内外教育』1999．2．26
（ll）『内外教育』2003．6．24
（12）黒井千次『働くということ』講談社現代新書1982年161頁
（13）熊沢　誠「就職の現実一これからの職業教育論序説」『岩波講座現代の教育第12巻』岩波書店1998年
　　242頁
（14）『判例時報』1362号
（15）『判例時報』1388号
（16）アルバイト問題については，すでに別の機会に検討しているので，重複する内容については割愛し
　　た。柿沼昌芳「社会構造の変化と高校生のアルバイト」（『消費者教育』日本消費者教育学会1992年）
（17）周知のように総合学科は「キャリア教育」をめざす「第3の学科」として発足した。その内容は生
　　徒の幅広い進路希望に対応できる学科であり，多様な選択科目の中から自分の興味・関心・進路希
　　望などに応じて学ぶ科目を選択できる，「進路を学び，一人ひとりオリジナルな時間割」が用意され
　　学科であった。しかし，ある高校を調査した三戸親子は「A高校に代表されるような特徴をもった
　　総合学科はその目的を充分に達成できておらず，入学時点で既に興味・関心に基づいた進路意識を
　　もつ，非常に限定された生徒にのみ有効なシステムとして機能しているといえよう。このことは，
　　現行の科目選択制を維持したままでは，『高校問格差構造の是正』『生徒の豊かな人間性の育成』等
　　の総合学科創設の目的が達成されずに，改革が形骸化してしまう可能性をも示唆している。」（『教育
　　社会学研究　第69集／日本教育社会学会2001年）とまとめている。また，2000年度に普通科から総合
　　学科へ移行し，6年目の群馬県立吉井高校の中束作蔵は，教師間で大学に進学してから，ゆっくり
　　進路について考えられるように，そのための準備過程としての高校教育を位置づけているなど，い
　　まだ見解が分かれており，校内では普通高校との差異が明確にはならず，総合学科が，いまだ苦慮
　　し，未だ模索している様子を「教育研究全国集会2005」で報告している。（レポート「“心の琴線”
　　って死語ですか？・1」2005年）このように総合学科はいまだ課題を抱えている。
（18）西本勝美は，進学競争の中で進路指導は進学指導に置き変えられ「専門的な技能・技術や資格を身
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　　につける」本来の職業指導は「先送り」されてきたと指摘する。「企業社会の成立と教育の競争構造」
　　（渡辺治編著『高度成長と企業社会（日本の時代史27）』2004年184頁
（19）たとえばデューイの提示している「作業教育」（デューイ『民主主義と教育』岩波文庫）や宮原誠一
　　が主張した「生産主義教育論」（宮原誠一『生産教育』国土社1956年）などとは本質的に異なるのは
　　自明である。
（20）柿沼「フリーターが迫る進路指導」『人間と教育』27号2000年9月
（21）今村仁司『近代の労働観』岩波新書1998年68頁
（22）内山節『自由論一自然と人間のゆらぎの中で』岩波書店1998年105頁
（23）上田紀行『生きる意味』岩波新書2005年160頁
（24）田中夏子・杉村和美『スローな働き方と出会う』岩波書店2004年158頁
（25）吉野源三郎『君たちはどう生きるのか』岩波文庫1997年89頁
（26）川人博は「一般に，受験戦争の過熱化にのみに目がいきがちだが，ほとんど休日なしの中・高校生
　　の過剰なクラブ活動も，バランスある心身の発達に大きな支障をきたしている。練習練習に明け暮
　　れてついに甲子園で優勝することが美談として報じられるような社会教育の土壌が，過労自殺を生
　　む背景になっているのではなかろうか。」『過労自殺』岩波新書1998年199頁と指摘しているように
　　「部活動」も職業教育に深く関わっており，サービス労働など職業教育を考える際の重要な課題であ
　　ると考えている。
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